
 News Release 

Page 1/6  

2022年 2月 8日 

※2022 年 1 月 28 日にドイツ・ヘンケル本社が発表したニュースリリースの日本語訳版です。本業績レポートは英語

が原本であり、その内容・解釈については英文原本が優先します。 

包括的な対策により、意義ある成長のための行動を新たな次元へ 

ヘンケル、ランドリー＆ホームケアとビューティーケアを統合し、新た

に「コンシューマーブランド」事業部門を設立予定  

 

▪ 売上高約 100 億ユーロを目指すマルチカテゴリー・プラットフォームの構築  

▪ コンシューマー向け製品ポートフォリオを継続的に最適化：成長・利益ポテンシャルが極めて高く、

消費財市場におけるM&A の強力な足掛かりとなるコアなブランドと事業に明確に重点を置く 

▪ この統合により大幅なシナジーと効率性の向上が期待される 

▪ 10 億ユーロを上限とする自社株買いプログラムを開始：堅固なバランスシートとキャッシュフロー

を活用し、資本構造を最適化するとともに、今後の収益力を伴った成長に対する確信を示す 

▪ 2021 年度の業績速報を発表：既存事業売上高成長率（OSG）は+7.8％、売上高利益率/EBIT

マージン*は 13.4％、 優先株（一株）あたり利益（EPS）*は+9.2％（恒常為替レートベース） 

▪ 2022 年の見通し：OSG は 2～4％、売上高利益率/EBIT マージン*は 11.5～13.5％、一株当た

り利益（EPS）*は市場の不透明性と変動性を反映し、-15～+5％（恒常為替レートベース） 

▪ 中長期のヘンケルの新しい財務目標：OSG を 3～4%に、売上高利益率/EBIT マージン*を約

16％に、EPS*成長率を 5～9％に（恒常為替レートベース、M&A を含む） 

*一時所得、一時費用およびリストラ費用を除く 

 

デュッセルドルフ – ヘンケルは、ランドリー&ホームケアとビューティーケアを 1 つの事業部門「ヘンケルコンシ

ューマーブランド」に統合する計画を発表しました。 直ちに統合に向けた準備を開始し、遅くとも 2023 年年初

には新体制に移行することを目指します。ヘンケルはこの新事業部門の設立により、成長のためのマルチカテ

ゴリー・プラットフォームを構築し、コンシューマー向けブランド（パーシルやシュワルツコフを始めとする多くの

代表的なブランドを含む）と事業部門を一つに集約するとともに、プロフェッショナル事業もその中に組み入れ

ます。  

ヘンケル最高経営責任者のカーステン・クノーベルは、「私たちは、コンシューマー向け事業における力を結

集し、今後の収益力を伴った成長の基盤として、1つの強力かつ統合された事業部門をつくります。この統合さ

れたコンシューマーブランド事業は、ヘンケルとその株主、お客様、チームに大きな利益をもたらすとともに、激

変する業界において未来を主導していくのに大きく貢献することになります」と述べています。 

https://www.henkel.com/press-and-media/press-releases-and-kits/2022-01-28-henkel-plans-to-merge-laundry-home-care-and-beauty-care-to-create-new-consumer-brands-business-unit-1556654
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クノーベルはさらに、「私たちは、売上高約 100 億ユーロのマルチカテゴリー・プラットフォームをつくろうとして

います。成長性と収益性のより一層の向上に向けてポートフォリオをさらに最適化し、形作っていくための広範

な基盤となるでしょう。また、シナジーを高め一層の効率化を実現することで、リソースをイノベーション、サステ

ナビリティ、デジタル化などの戦略的優先事項に重点的に投入することが可能になります。当社は、刺激に満

ちた業界でより大きな役割と成長機会を提供することで、より一層魅力的な雇用主として選ばれる存在になる

でしょう。つまり、私はこの統合により、意義ある成長のための行動を新たな次元に引き上げることができると

確信しています」と述べています。 

 

この統合は、コンシューマー向け事業と当社の成長と収益力の向上を加速させるためのものです。このことは、

ヘンケルが新たに提示した新たな中長期の財務目標にも反映されています。ヘンケルは現在、既存事業売上

高の 3～4％の成長、約 16％の調整後売上高利益率/EBIT マージン、調整後の優先株（一株）あたり利益

（EPS）の 5～9%の成長を目指しています（恒常為替レートベース、M&A を含む）。 

 

強力なプラットフォーム：成長・利益ポテンシャルが極めて高い製品にポートフォリオを集中 

ヘンケルコンシューマーブランドは、有機的成長と無機的成長のポテンシャルを最大限に捉え、成長・利益ポテ

ンシャルが極めて高い製品に集中する機会をもたらします。それは、2021年末までに完了した積極的なポート

フォリオ管理の取り組みの域を超えるものです。  

 

その他のポートフォリオ改善策には、非コアなブランドと事業の売却・廃止とともに、コンシューマー関連カテゴリ

ーにおける買収も含まれます。ビューティーケア・ポートフォリオに関する最初の対策は、2022年中に実施する

予定です。 

スケールメリットを生かす：シナジーを高め一層の効率化を実現  

両事業部門を統合することで、ヘンケルはスケールメリットを生かして、大きなシナジーを得ると同時に、効率性

と機動性を高めることができます。また、統合は、変動の激しい環境で組織がより迅速かつ柔軟に行動するの

にプラスに作用します。シナジーは、管理、流通、マーケティング、サプライチェーンなどの領域で発揮されるこ

とが期待できます。 

 

これにより、新しいコンシューマーブランド事業は、より重要な投資のためにリソースを解放し、研究開発のデジ

タル化、e コマース機能、リサイクル可能なパッケージングを中心としたサステナビリティの取り組みなど、戦略

分野に投資をより適切に振り向けることができます。また、シナジーは、同事業部門の収益性の強化にも活用

されます。  

 

統合チーム：より無駄のない体制、より迅速な意思決定、魅力的な機会 

この新しい事業部門は、お客様とチャンネルを中心に組織され、すべてのコンシューマーカテゴリーの小売店、

取引先、チャンネルパートナーに対して統合的アプローチを行います。 

 

一元化されたリーダーシップのもと、より無駄のない体制とより迅速な意思決定により、統合チームは、コンシュ

ーマー向け事業全体の推進に集中することになります。統合した事業において、ヘンケルはより大きな役割と

機会を提供することで、チーム、リーダー、人材、そして入社希望者にとって一層魅力的な雇用主となります。  
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新しいコンシューマーブランド事業の明確なリーダーシップ体制 

統合プロセスと新しく統合された事業部門は、現在ヘンケルのヘンケル ビューティーケア部門担当取締役

副社長のであるウルフギャング・ケーニッヒ（49 歳）が率いることになります。2011 年から取締役副社長として

ヘンケルのランドリー＆ホームケア事業を率いてきたブルーノ・ピアセンツァ（56 歳）は、引き続きランドリー＆ホ

ームケア事業を率い、移行プロセスにおいてウルフギャング・ケーニッヒと緊密に協力し、2022 年末までヘンケ

ルに在籍します。 

 

ヘンケルの株主委員会および監査委員会会長であるジモーネ・バジェル‐トラー博士は、「ヘンケルの株主委員

会と監査委員会を代表して、ウルフギャング・ケーニッヒが新たな責務に最善を尽くすことを期待します。コンシ

ューマー向け製品とホーム＆パーソナルケア業界において彼が培ってきたグローバルの経営管理とリーダー

シップの経験は、新たなリーダーシップチームと一緒に新しいコンシューマーブランド事業部門を組織化し、発

展させていく上で多いに役立つはずです」 と述べています。 

バジェル‐トラー博士はさらに、「また、ブルーノ・ピアセンツァにも心から感謝したいと思います。彼はヘンケルで

の 30 年以上の経験の中で、11 年以上にわたり取締役副社長としてランドリー＆ホームケア事業を率いてきま

した。彼の情熱と専門能力のおかげで、当社の主要なブランドと事業はこの期間に見事な発展を遂げました。

私たちは、彼の尽力と貢献に非常に感謝しており、彼がウルフギャング・ケーニッヒと協力して効率的な移行プ

ロセスを確保してくれることを喜ばしく思っています」と述べています。 

 

カーステン・クノーベルは、「ウルフギャング・ケーニッヒのリーダーシップのもと、より無駄のない体制とより迅速

な意思決定により、統合チームは、コンシューマーブランド事業全体の推進に集中することになります。私は、

ブルーノ・ピアセンツァに対して、そして彼が 30 年以上にわたってヘンケルにおいて成し遂げてくれた数々の業

績に対して、個人としても謝意を表したいと思います」と述べています。 

 

10 億ユーロを上限とする自社株買いプログラム 

ヘンケルはまた、総額 10億ユーロを上限とする自社株買いプログラムを開始します。総額 8億ユーロを上限と

するヘンケルの優先株の買い戻しと、総額 2 億ユーロを上限とする普通株の買い戻しが予定されています。こ

れは、現在の市場株価ベースで当社の株主資本の約 3％に相当します。このプログラムは 2022 年 2 月中に

開始され、銀行の関与のもと株式市場を介して、遅くとも 2023 年 3 月 31 日までに実施される予定です。2019

年 4 月の年次総会において、ヘンケル経営委員会が株主資本の 10％を上限とする自社株買いを実施するこ

とが承認されました。ヘンケルは、買い戻した株式をまず自己株式として保有し、適切な方法で消却して減資す

る権利を維持する予定です。 

 

カーステン・クノーベルは、「このプログラムを通じて、当社は株主価値を創出するとともに、財務の健全性と事

業の将来のポテンシャルに対する当社の自信を示したことになります。当社の強固なバランスシートと低水準

の負債レベル、そして強力なキャッシュフロー創出力を考えれば、このプログラムが、コンシューマーブランド事

業とアドヒーシブ テクノロジーズ（接着技術）事業の両部門において、戦略的買収を追求する能力に影響するこ

とはありません」と述べています。 

 

ヘンケルは 2021 年の速報値を発表 

速報値によると、ヘンケルは 2021 年度に全体的に良好な業績を挙げました。この成長は特に接着技術部門

の 2 桁成長によるものですが、一方、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のパンデミック（世界的大流行）

が、特に原材料価格の高騰やサプライチェーンの逼迫を招き、収益面に引き続き影響を及ぼしました。  
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速報ベースでは、ヘンケルグループの 2021年度の売上高は、200億 6,600万ユーロに増加しました。既存事

業売上高の成長率は 7.8％だった当社の接着技術事業は、96 億 4,100 万ユーロの売上高を達成しました。こ

れは、既存事業が 13.4％という 2桁成長を遂げたことを意味します。ビューティーケアの売上高は 36億 7,800

万ユーロ、既存事業売上高成長率は 1.4％でした。ランドリー&ホームケアの売上高は 66 億 500 万ユーロに

増加し、既存事業売上高成長率は 3.9％でした。ヘンケルの調整後売上高営業利益率（EBIT マージン）は

13.4％でした。接着技術事業部門は、16.2％の調整後売上高営業利益率を達成しました。ビューティーケア事

業部門の調整後売上高営業利益率は 9.5％、ランドリー＆ホームケア事業部門の調整後売上高営業利益率は

13.7％でした。グループの調整後優先株（一株）あたり利益（EPS）は 9.2％増加し、4.56 ユーロとなりました（恒

常為替レートベース）。数字はすべで速報ベースです。 

 

カーステン・クノーベルは、「前例のない世界的なサプライチェーンの混乱、原材料の不足、物価の高騰など、

非常に厳しいビジネス環境にもかかわらず、当社はすべての事業部門による大幅な自律的成長、安定した収

益率、そして 1 株あたり利益の大幅な増加など、全体的に良好な業績を達成しました。これは、世界中のお客

様と消費者の皆様にサービスを提供するべく、並々ならぬ努力を注いで事業運営にあたってくれたヘンケルの

グローバルチームの功績です」と述べています。  

 

2022 年の見通し 

現在の市場環境の評価、特に原材料市場やサプライチェーンに継続的な逼迫が見られ、それに伴う直接材料

費のさらなる高騰が起きている状況を考慮して、ヘンケルは（3 つの事業部門の現状に基づく）2022 年度の見

通しを発表しました。 

 

ヘンケルは、2022 年のグループの既存事業売上高成長率を 2～4％の範囲と予想しています。接着技術事業

部門に関しては、2022年の既存事業売上高成長率を 5～7％の範囲と予想し、ビューティーケア事業部門に関

しては、既存事業売上高のマイナス成長率を-5～-3％の範囲と予想しています。この減少は主に、将来のコア

ビジネスに含まれない活動の廃止など、ポートフォリオを改善するために既に決定し実施中の対策によるもの

で、2021年の当事業部門の売上高の約 5％に相当します。ランドリー&ホームケアについては、既存事業売上

高成長率を 2～4％の範囲と予想しています。 

 

グループの調整後売上高営業利益率（EBIT マージン）は、11.5～13.5％の範囲と予想しています。接着技術

部門に関しては、ヘンケルは調整後売上高営業利益率を 15～17％の範囲と予想しています。ビューティーケ

ア事業部門に関しては7.5～10％、ランドリー&ホームケア事業部門に関しては10.5～13％と予想しています。  

 

グループ全体では、ヘンケルは調整後優先株（一株）あたり利益（EPS）について、市場の不透明性と変動性が

高いことを考慮して、-15～+5％の範囲の成長を予想しています（恒常為替レートベース）。 

 

中長期の新しい財務目標 

ヘンケルは、新しいマルチカテゴリー・プラットフォームと、統合されたコンシューマー向け製品チームにより、コ

ンシューマー事業とグループの成長と収益性の向上を加速させます。中長期の新しい財務目標の一環として、

当社はコンシューマーブランド事業の成長と収益性を持続的に改善し、3～4％の既存事業売上高成長率と、

調整後売上高利益率/EBIT マージンの 10％台半ばへの引き上げを達成することを目指します。接着技術事業
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部門に関しては、3～5％の既存事業売上高成長率と、調整後売上高利益率/EBIT マージンの 10％台後半へ

の引き上げを目標とします。  

 

これに基づいて、ヘンケルは中長期の目標として、グループに関して、3～4％の既存事業売上高成長率、調整

後売上高利益率/EBIT マージンの 16％前後への引き上げ、調整後優先株（一株）あたり利益（EPS）の 5～9％

の増加の実現を追求します（恒常為替レートベース、買収を含む）。同時に、ヘンケルはフリーキャッシュフロー

（純現金収支）の増加にも引き続き注力していきます。  

 

次のステップ 

今回の統合は、世界中の両事業部門の社員にも影響を与えることから、ヘンケルは、それぞれの社員代表と

の情報交換や協議プロセスをできる限り早急に開始する予定です。 

 

なお、2021 年度の事業の振り返り、2022 年度の見通し、意義ある成長に向けた戦略的な取り組みの進捗状

況と次のステップに関する最新情報については、2022 年 2 月 23 日に開催されるアナリストと報道機関向けの

カンファレンスで詳細を発表します。 

 

2 つのコンシューマー事業部門の統合プロセスと、ポートフォリオ改善策（期待されるシナジー、構造改革費用

を含む）に関するさらに詳しい情報は、2022年 5月 5日付けの第 1四半期報告書と併せて発表します。  

 

コンシューマーブランドと接着技術の両事業部門に関する最新情報については、2022 年に開催する投資家向

け説明会で詳しく説明する予定です。 

 

ヘンケルについて 

ヘンケルはバランスのよい、多角的なポートフォリオを備え、産業および一般消費者向けビジネスをグローバル

に展開しています。優れたブランドとイノベーション、テクノロジーを誇るヘンケルは、アドヒーシブテクノロジー

ズ（接着技術）、ビューティーケア、ランドリー＆ホームケアの 3 分野において、グローバルリーダーとしての地

位を維持しています。1876 年に創立し、140 年以上に及ぶ成功の歴史があるヘンケルは、ドイツのデュッセル

ドルフに本社を置き、世界に約 53,000 人の社員を擁しています。サステナビリティの分野をリードする存在とし

て評価されるヘンケルは、多くの国際的指標やランキングでトップの地位を維持しています。2021 年の売上高

は 200億ユーロを超えました。ヘンケルの優先株はドイツ株式指数 DAXのリストに入っております。さらなる情

報はこちら www.henkel.com をご覧ください。 

ヘンケルジャパンホームページ： http://www.henkel.co.jp 

ヘンケルジャパンフェイスブックページ： http://www.facebook.com/HenkelJapan 

 

将来予測に関する記述 

本情報には、Henkel AG & Co. KGaA.の経営陣による現在の予測および仮定に基づく将来の見通しが含まれています。将

来予測に関する記述とは、英文中expect, intend, plan, anticipate, believe, estimateなどの語句や同様の表現の使用を

指しています。この情報に含まれる将来予測は、弊社経営陣による現時点での予測と予想に基づくものです。これらの記

述は、その予測が結果的に正しくなることを保証するものではありません。Henkel AG & Co. KGaA.とその関連会社が実際

に達成する将来の業績と結果は、多くのリスクと不確実性に左右されるため、将来予測に関する記述とは大きく異なる可能

性があります。こうした要因の多くは、経済状況や競合の活動、その他市場要因など、弊社のコントロールを超えるものや

事前に正確に予測することができないものです。ヘンケルは、これら将来予測をアップデートする意向はなく、またそれに関

するいかなる義務を負うものでもありませんので、ご了承ください。  

 

本資料には、適用される財務報告枠組みの中で明確に定義されておらず、代替的業績指標（非 GAAP 指標）であるかまた

はその可能性のある補足的な財務指標が含まれています。これらの補足的な財務指標は、単独で解釈すべきではなく、ま

http://www.henkel.com/
http://www.henkel.co.jp/
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た連結決算報告書に適用される財務報告枠組みに従って表示されたヘンケルの純資産、財務状況または経営成績の代

替的な指標と見なすべきではありません。類似の名称の代替的業績指標を報告または記載している他の企業は、かかる

指標を、ヘンケルとは異なる方法で計算している可能性があります。 

 

本資料は情報提供のみを目的としており、投資助言を提供するものではなく、有価証券の売却の申し出または購入の勧誘

を構成するものではありません。 
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